
 

 

  

  

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
期
限
は
、
令
和
７
年
１
月
31
日
（
金
）
で
す
！ 

※同封の総括表及び仕切紙（Ａ３用紙）は、破線部分で切り

離してご利用ください。 Ⅰ 総括表の作成について 

令和７年度 給与支払報告書の提出について 

令和 6 年中（令和 6 年 1 月１日から令和 6 年 12 月 31 日）に支払いをした給与等について、

下記事項にご留意の上、給与支払報告書等を作成・提出していただきますようお願いいたします。 

Ⅱ 仕切紙（特徴・普徴）の作成について 

30 

令和７年度に特別徴

収となる人数を記入

してください。総括

表の④特別徴収（給

与天引）欄と同じ人

数となります。 

                      

3 

1 
1 
5 

令和７年度に普通徴

収と なる 方につ い

て、切替理由別に人

数を記入してくださ

い。総括表の④普通

徴収（退職者、退職

者を除く）欄の合計

人数と同じ人数とな

ります。なお、普通

徴収の給与支払報告

書の摘要欄には、必

ず該当する略号（普

Ａなど）を記入して

ください。                       

 提出時の綴り順  

⑤普通徴収給報（各 1 枚） 

④普通徴収分 仕切紙 

③特別徴収給報（各 1 枚） 

②特別徴収分 仕切紙 

①総括表 

総括表を先頭に、特

別徴収分仕切紙、特

別徴収分の給与支払

報告書、普通徴収分

仕切紙、普通徴収分

の給与支払報告書の

順にして、期限内に

鬼北町へ提出してく

ださい。 

Ⅲ 提出方法について 
□□税理士事務所 

0895-49-0000 

68 

30 

1 

4 

35 

４ 

代表取締役 近永 太郎 

愛媛県北宇和郡鬼北町大字下鍵山 463 番地 
近永 800 番地 1 

ｴﾋﾒｹﾝｷﾀｳﾜｸﾞﾝｷﾎｸﾁｮｳｵｵｱｻﾞ 

鬼北商事株式会社 

ｷﾎｸｼｮｳｼﾞｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ 

２ 

卸売業 

0008123456 ７   １  ３１ 

５ 

12 1 6 

記 入 例 

２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １ ２ ３ ４ ５ 
１ 

                                      
➊個人番号又は法人番号 
給与支払者が個人の場合は個人番号（12 ケ

タ）、法人の場合は法人番号（13 ケタ）を
記入してください。（右詰め） 

➋給与支払者の名称 等 
所在地・名称について、記載内容に変更が
ある場合は、朱書きで訂正してください。 

➌連絡者の氏名 等 
提出給報等の内容について問い合わせをす

る場合がありますので、御担当者様の連絡
先を記入してください。 

➍鬼北町報告人員（特徴・普徴） 
令和７年度（令和７年 6 月以降）の特別徴収の人数、

普通徴収の人数を記入してください。現在特別徴収
であっても、5 月末までに退職予定の場合は、普通
徴収（退職者）に区分されます。退職予定のない方

で普通徴収になる場合は普通徴収（退職者を除く）
へ記入してください。 

➎納入書の要否 

当町指定の特別徴収税額納入書の送付を希望される
場合は、「要」に○をしてください。「不要」を選択
された事業所へは納入書を送付いたしません。 

人事   給与 
日吉 柚美 

（0895）45-1111 

３ 
宇和島 

毎月25日 

798-1395 



氏名又は名称 （電話）

住所（居所）
又は所在地

（右詰で記載してください。）

（

市

区

町
村

提
出

用
）

月 日

支
　

払

　
者

個人番号又は

法人番号

勤

労

学
生

㋻
中　途　就　・　退　職 受　給　者　生　年　月　日

6

未

成

年
者

㋠

外
国

人

死

亡

退
職

災
害

者

乙

　

　
欄

本人が障害者

日

個人番号個人番号

就職 退職 年 月 年

特

別
㋷

そ

の

他

㋦

氏名 氏名

（フリガナ） 区
分

4

（フリガナ） 区
分

4

個人番号

氏名 氏名 ５人目以降の16
歳未満の扶養親

族の個人番号

区

分

個人番号

3

（フリガナ） 区

分
3

（フリガナ）

個人番号

（フリガナ） 区
分

個人番号

2

（フリガナ） 区
分

2

個人番号

氏名 氏名

1
6

歳

未
満

の
扶

養
親

族

1

（フリガナ） 区

分

個人番号

氏名
控

除

対
象

扶
養

親
族

1

（フリガナ） 区

分

５人目以降の

控除対象扶養

親族の個人番号

氏名

個人番号

㋣　　　　　　　円
国民年金保険

料等の金額

基礎控除の額
円

(源泉・特別)

控除対象

配偶者

（フリガナ） 区

分 配偶者の

合計所得

㋑　　　　　　円 円

住宅借入金等

特別控除区分

（2回目）

氏名

円住宅借入金

等特別控除

可能額

居住開始年月

日（2回目）

年 月 日

住宅借入金等

年末残高

（１回目）

円

住宅借入金

等特別控除

の額の内訳

住宅借入金

等特別控除

適用数

居住開始年月

日（１回目）

年 月 日 住宅借入金等

特別控除区分

（１回目）

㋭　　　　　　　　円 旧個人年金

保険料

の金額

㋬　　　　　　　　円

円

生命保険料

の金額の

内訳

新生命

保険料

の金額

㋺　　　　　　　　円 旧生命

保険料

の金額

㋩　　　　　　　　円 介護医療

保険料

の金額

㋥　　　　　　　　円 新個人年金

保険料

の金額

（摘要）

千 円

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

人 Ⓚ          内従人 Ⓗ      内 Ⓘ      人 従人 Ⓙ      人Ⓔ  Ⓕ          千 円 Ⓖ    　人

その他 特　別 その他

（源泉）控除対象配偶者 配　偶　者（特　別）

控　　除　　の　　額

控除対象扶養親族の数

（配偶者を除く。）
16歳未満

扶養親族
の数

障害者の数

（本人を除く。）
非居住者

である

親族の数の有無等 老人 特　定 老　人

円円 千 円 内 千

給与　・　賞与

Ⓐ 内 千 円  Ⓑ 千

種　　　　　別 支　　払　　金　　額
給与所得控除後の金額

（ 調 整 控 除 後 ）
所得控除の額の合計額 源　泉　徴　収　税　額

氏

　
名

（フリガナ）

住
　

　
所

（役職名）

（個人番号）給
与
支
払
報
告
書
（

個
人
別
明
細
書
）

支 払

を 受 け

る 者

※　区　分 （受給者番号）

旧長期損害

保険料の金額

所得金額

調整控除額

円

元号

寡

　

婦

㋸

ひ

と

り
親

㋾

⑦
※ ※　　種　　　別 ※　　　　　　整　理　番　号

Ⓛ          人 Ⓜ   　 人 人

Ⓝ内　　　　　　　　　　千 円  Ⓞ                         千 円  Ⓟ                          千 円

住宅借入金等

年末残高

（2回目）

従人Ⓒ有 従有

 

 

  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,814,800 6,833,320 2,264,166 97,600 

Ⅳ 給与支払報告書（個人別明細書）の作成について ※令和 5 年 1 月以降提出分から、市町村への給与支払報告書（個人別明細書）の 

提出部数が、一人につき 2 枚から 1 枚に変更となりました。 

○ 380,000 

Ｂ 

012345 

愛媛県北宇和郡鬼北町大字近永□□番地△ 営業統括本部長 

ｷﾎｸ  ﾀﾛｳ 

鬼北 太郎 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 ｖ
Ａ 

3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 

4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 

鬼北 一郎 
ｷﾎｸ ｲﾁﾛｳ 

5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 

鬼北 次郎 
ｷﾎｸ ｼﾞﾛｳ 

6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 

ｷﾎｸ ﾊﾅｴ 
鬼北 花恵 

鬼北 三郎 

ｷﾎｸ ｻﾌﾞﾛｳ 

Ｈ 

5  

Ｃ 

○  4 1 

2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4 5 

愛媛県北宇和郡鬼北町大字近永 800 番地 1 

鬼北商事株式会社                

 

（0895）45-1111                

記 入 例 

1,234,166 120,000 50,000 185,000 

Ｇ 

前職：(株)近永商事 鬼北町大字近永××番地 支払金額 1,374,000 円、社会保険料 213,756 円、 

源泉徴収税額 36,150 円、令和 6 年 3 月 31 日退職  （1）鬼北 四郎（年少） 

源泉徴収時所得税減税控除済額 210,000 円  控除外額 0 円 

Ｄ 

280,000 Ｆ 
2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 

鬼北 花子 
ｷﾎｸ ﾊﾅｺ 

Ｄ 摘要 
○控除対象扶養親族又は16 歳未満の扶養親族が5 人以
上いる場合、5 人目以降の控除対象扶養親族又は 16 歳
未満の扶養親族の氏名を記入します。この場合、氏名の
前に括弧書きの数字を付し、「5 人目以降の～個人番号」
欄に記入する個人番号との対応関係が分かるようにし
てください。また、当該扶養親族が 16 歳未満又は非居
住者である場合は、氏名の後に（年少）又は（非居住者）
と付記してください。 
 

●同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く）を有する方
で、当該配偶者が障害者、特別障害者又は同居特別障害
者に該当する場合は、当該配偶者の氏名と、氏名の後に
（同配）と付記してください。 
○他の支払者の給与等を通算して年末調整をした場合、 
他の支払者の所在地及び名称、給与等の支払金額、社会
保険料の金額、源泉徴収所得税額、退職年月日を記入し
てください。 
〇定額減税について、実際に控除した金額を記入してく
ださい。年末調整を行わずに退職し、再就職しない場合
や、給与収入金額が 2,000 万円を超える方に対しては
記入する必要はありません。 

144,000 57,998 120,000 

10 11 28 住(特) 

185,000 
 

Ｅ 

Ａ 住所及び氏名、個人番号 
給与の支払いを受ける方（以下、「受給者」という。）の、
令和７年 1 月 1 日現在の住所地を確認して記入します。
また、個人の特定に必要となりますので、氏名・フリガ
ナ・個人番号を正確に記入してください。 

（1） 
78901
23456
78 

Ｉ 

【用語説明】●源泉控除対象配偶者=受給者（合計所得金額が 900 万円以下である方に限る）と生計を一にする配偶者で、合計所得金額が９5 万円以下の方/●同一生計配偶者=受給者と生計を一にする配偶
者で、合計所得金額が４8 万円以下の方/●控除対象配偶者=同一生計配偶者のうち、合計所得金額が 1,000 万円以下である受給者の配偶者 

Ｊ 

31,480 

Ｉ 控除対象扶養親族等 等 
控除対象扶養親族又は 16 歳未満の扶養親族の氏名・フ
リガナ・個人番号を記入してください。また、当該扶養
親族が国外に居住する非居住者である場合には、区分の
欄に「○」を記入してください。 

Ｂ （源泉）控除対象配偶者の有無 等 
●（源泉）控除対象配偶者の有無 
主たる給与等について、年末調整の適用を受けている場
合で、控除対象配偶者を有しているときは「○」、年末
調整の適用を受けていない場合は、源泉控除対象配偶者
を有しているときに「○」を記入してください。また、
当該配偶者が老人控除対象配偶者（70 歳以上）である
場合は、老人の欄に「○」を記入してください。 
 

○配偶者（特別）控除の額 
配偶者控除、配偶者特別控除の額を記入してください。 
 

昭 和 45 10 10  
 Ｋ 

Ｃ 控除対象扶養親族等の数 
控除対象扶養親族（特定、老人、その他）、16 歳未満の
扶養親族（平成 2１年 1 月 2 日以後に生まれた者）に
ついて、該当する欄に人数を記入してください。 

 

Ｋ 未成年、障害、寡婦、ひとり親 等 
 

受給者本人が、未成年者、障害（特別・普通）、寡婦、
ひとり親、勤労学生等に該当する場合は、該当の欄に○
を記入してください。 

 

Ｊ ５人目以降の控除対象扶養親族又は１６歳未
満の扶養親族の個人番号  

 

上段に控除対象扶養親族の個人番号を、下段に 16 歳未
満の扶養親族の個人番号を記入してください。なお、必
ず個人番号の前に括弧書きの数字を付し、摘要欄に記入
した当該扶養親族と照合できるようにしてください。 

Ｅ 住宅借入金等特別控除 
年末調整で住宅借入金等特別控除の適用を受けている
場合は、特別控除可能額、居住開始年月日、控除区分
（住・増・認・震）を記入してください。また、当該住
宅の取得等が特定取得に該当する場合には、区分の後に
（特）と付記してください。 

Ｌ 生年月日 
受給者本人の生年月日（元号表記）を記入します。個人
の特定に必要となりますので、必ず記入してください。 

Ｍ 支払者の個人番号又は法人番号  
給与支払者の法人番号（支払者が個人の場合は、個人番
号）を記入してください。 

Ｆ （源泉・特別）控除対象配偶者 
控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶
者の氏名・フリガナ・個人番号と、当該配偶者の合計所
得金額を記入してください。 

Ｌ 

Ｍ 

Ｇ 基礎控除の額  
基礎控除の額は、「給与所得者の基礎控除申告書」から
転記してください。基礎控除の額が 48 万円の場合は、
記入不要です。 

Ｈ 所得金額調整控除額 
給与等の収入金額が 850 万円を超え、次のいずれかに
該当し、所得金額調整控除の適用がある場合には、控除
の額を記入してください。 
１ 本人が特別障害者である 
２ 23 歳未満の扶養親族を有している 
３ 特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を

有している 


